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貧困の連鎖と健康の連鎖
全国健康保険協会レセプトデータによる検証

1

2017年２月27日（月）
首都大学東京 秋葉原サテライトキャンパス C会議室
厚労科研「子どもの貧困指標の開発」 研究会

甲南大学経済学部 足立 泰美

目的
若年世帯を取り巻く厳しい経済状況，不規則な生活習慣，
限られた子育てへの介入を通して，子の健康水準を低下さ
せ，子の貧困が生じている可能性が高い．

→本稿では，子の健康水準の代理変数として齲蝕を取り
上げ，親の経済状況および健康状況が子の貧困を招いて
いるかを検証する．
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先行研究
（海外）

失業や低収入などの親の経済的貧困が,子の生活水準の低下を招き,世代を超えて
貧困が連鎖し,子の健康や成長を損ねるといった貧困の連鎖が指摘されている(Case, 
Lubotsky et al. 2002; Foster, M. and M. Mira d’ Ercole 2005; Condliff and Link 2008)．

（国内）

駒村(2009)では,東京23区データを用いて,小学校６年生の齲蝕(子どもの DMFT(齲
蝕)指数)と平均所得の相関から,平均所得の低い区であるほど子どもの齲蝕状況が
悪いことを検証している．

相田(2010)では,市町村データを用いて高所得の市町村ほど,齲蝕の割合が低いこと
を報告している．

阿部(2011)では,厚生労働省「21世紀出生時縦断調査」と「国民生活基礎調査」のマ
イクロデータを用いて入院および慢性疾患の有無と主観的健康感を評価指標とし健
康格差を分析している．

仮説
第1の仮説：被保険者の経済状況が子の歯科受診を抑制させているかを検証

親である被保険者の業種，企業規模，標準報酬などの就業要因を親の経済状
況の代理変数とし，厳しい経済状況に陥っている親の子育てに投入する費用に
制約がかかり，歯科受診が必要であるにも関わらず，子の歯科受診が充分に行
われず，子の貧困を招いているかを明らかにする．

第２の仮説：診療報酬点数の高い被保険者および配偶者を親に持つ子である
ほど診療報酬点数が上昇しているかを検証

親の歯科の情報の欠如に加え，長時間労働，劣悪な生活習慣によるケアの欠
如，金銭的なストレスによって疾患の発見および対処が遅れ，自分自身だけで
なく子の齲蝕の重篤度を悪化させる可能性がある．そこで，診療報酬点数が高
い（親の齲蝕の重篤度）が高い被保険者および配偶者であるほど，子どもの診
療報酬点数（子の齲蝕の重篤度）が高いと仮定する．
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データ
・本研究では「全国健康保険協会・兵庫支部レセプトデータ（平成25年
度）」を使用する．レセプトデータとは，全国保険協会に加入する被保
険者および被扶養者が保健医療機関を利用した場合に，医療機関が
全国保険協会に対し，診療報酬の請求のために発行する明細書を一
件ごとに集計したものである．

・本データから，年齢，性別，ICD10コード，診療種別，点数，業態（産
業）区分，標準報酬月額，居住地域などの情報が得られる．

・医科レセプトデータと歯科レセプトデータを突号し，被保険者，配偶者，
子の当該年度の全レセプトの名寄せ（同一の加入者に係るレセプトの
合計）を行い，1受診者とする．

・配偶者については被扶養者のみを採用することで，専業主婦データ
とし，子は18歳以下を対象とする．

仮説
第1の仮説：被保険者の経済状況が子の歯科受診を抑制させているかを検証

親である被保険者の標準報酬点数，企業規模，業態などの就業要因を親の経
済状況の代理変数とし，厳しい経済状況に陥っている親の子育てに投入する時
間や費用に制約がかかり，歯科受診が必要であるにも関わらず，子の歯科受診
が充分に行われず，子の貧困を招いているかを明らかにする．

第２の仮説：診療報酬点数の高い被保険者・配偶者を親に持つ子であるほど診
療報酬点数が上昇しているかを検証

親の歯科の情報の欠如に加え，長時間労働，劣悪な生活習慣によるケアの欠
如，金銭的なストレスによって疾患の発見および対処が遅れ，自分自身だけで
なく子の齲蝕の重篤度を悪化させる可能性がある．そこで，診療報酬点数が高
い齲蝕の重篤度が高い被保険者・配偶者であるほど，子どもの診療報酬点数が
上昇し齲蝕の重篤度が高いと仮定する．
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被保険者の標準報酬

全被保険者では標準報酬

200～299千円が最も多く

241,064人 (35.9%）で，次いで

100～199千円が 183,624人

(27.3%)である．

18歳以下の子をもつ被保険者

の標準報酬は200～299千円

が最も多く，101,812人(29.6%）

で，次いで 300～399千円が

95,354人(27.7%)である．

子が歯科受診している被保険

者の標準報酬は300～399千

円が最も多く43,317 人

（29.4％） 200～299千円

38,580人（26.2%）である．
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子の有無にかかわらず200～299千円層最多．

歯科受診をしている子の標準報酬は300～399千

円層最多．

子のいる被保険者
の就学別標準報酬

就学前の子をもつ被

保険者が123,277人

（35.8％）が最も多く，次い

で中学校在籍106,900人

(31.1％）である．

就学前および高校の子の

いる被保険者の標準報酬

は200～299千円が

最も多く，小学校および中

学校の子のいる被保険者

の標準報酬は300～

399千円が多い．
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就学別標準報酬
別歯科受診者数

歯科受診者数は小学校在
籍の子が最も多く65,595
人（44.5％）で，次いで就
学前44,282人（30.0％）と

続く．小学生までで7
割以上を占めている．

歯科受診する子を持つ被
保険者の標準報酬は，就

学前と小学校では300
～399千円が最も多く，

中学校と高校では400
～499千円である．
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就学別標準報酬別
歯科受診割合

歯科受診割合が多い子の就

学状況は小学校，次いで就学

前，中学校と続く．

標準報酬別歯科受診割合は

下に凸の放物線を描い

ており，100～299千円の標準

報酬が最も少なく，その前後

の標準報酬では歯科受診割

合が増えており，700~799千

円が最も多い．

就学別標準報酬別でも全て

の区分で平均と同じように100

～299千円階層で歯科受診割

合が最も低い放物線を描いて

る．
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歯科受診の有無と標準報酬月額平均

・子をもつ被保険者344,302人を対象に子の歯科受診の傾向を見る．
・概ね歯科受診有り（147,374人）が歯科受診無し（196，928人）を下回る．

・子が就学前，中学校，高校に在籍している場合は歯科受診無しが上回っているが，逆に
小学校に在籍している場合では歯科受診有りが上回る．
・子の歯科受診有りの被保険者の標準報酬平均（324,629円）は子が歯科受診無しの被保
険者の標準報酬を平均（346,883円）上回っている．この傾向は子が就学前，小学校，中学
校，高校の全てで同じ傾向にある．

就学前 小学校 中学校 高校
レセプトデータなし 79,044 41,377 36,371 40,136 196,928

レセプトデータあり 44,233 65,523 20,493 17,125 147,374

123,277 106,900 56,864 57,261 344,302

就学前 小学校 中学校 高校
レセプトデータなし 314,341 325,927 336,212 333,053 324,629

レセプトデータあり 337,808 349,621 352,916 352,623 346,883

322,761 340,450 342,232 338,906 334,154

単位：人

就学種別

合計

標本数

合計

単位：円

就学種別

総数平均

標準報酬平均

総数平均

就学種別ごとの歯科レセプトの有無に
よる標準報酬月額の平均の差の検定

歯科受診している被保険者の標準報酬月額平均が，歯科受診していない標準報
酬月額平均を上回っていることは統計的にも有意である．これは被扶養者である
子が就学前，小学生，中学生，高校生のすべてにいえる．

→標準報酬が低ければ（所得が低ければ），有意に歯科受診をしていない．

標本数 平均値 標準偏差 ｔ値 P値

レセプトデータなし 196928 324.63 133.888

レセプトデータあり 147374 346.88 140.568

レセプトデータなし 79044 314.34 116.587

レセプトデータあり 44233 337.81 127.601

レセプトデータなし 41377 325.93 134.437

レセプトデータあり 65523 349.62 139.270

レセプトデータなし 36371 336.21 146.048

レセプトデータあり 20493 352.92 150.629

レセプトデータなし 40136 333.05 151.073

レセプトデータあり 17125 352.62 162.204

全体

標準報酬
月額 -27.678

中学生

標準報酬
月額 -12.835

就学前

標準報酬
月額 -31.933

小学生

.000

.000

高校生

標準報酬
月額 -13.488

標準報酬
月額 -46.904

.000

.000

.000

※標準報酬月額の単位は千円単位になっている．
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第１の仮説
被保険者の経済状況が子の歯科受診を抑制させ
ているかを検証
厳しい経済状況にいる被保険者の子は歯科受診が必要であるにも関わらず，子
の歯科受診が充分に行われず，子の貧困を招いている可能性がある．

→本研究から，就学前，小学生，中学生，高校生の全てで，診療報酬月額が低
ければ（所得が低ければ），統計的に有意に歯科受診をしていないことから受診
抑制が生じている可能性がある．

仮説
第1の仮説：被保険者の経済状況が子の歯科受診を抑制させているかを検証

親である被保険者の標準報酬点数，企業規模，業態などの就業要因を親の経
済状況の代理変数とし，厳しい経済状況に陥っている親の子育てに投入する時
間や費用に制約がかかり，歯科受診が必要であるにも関わらず，子の歯科受診
が充分に行われず，子の貧困を招いているかを明らかにする．

第２の仮説：診療報酬点数の高い被保険者・配偶者を親に持つ子であるほど診
療報酬点数が上昇しているかを検証

親の歯科の情報の欠如に加え，長時間労働，劣悪な生活習慣によるケアの欠
如，金銭的なストレスによって疾患の発見および対処が遅れ，自分自身だけで
なく子の齲蝕の重篤度を悪化させる可能性がある．そこで，診療報酬点数が高
い齲蝕の重篤度が高い被保険者・配偶者であるほど，子どもの診療報酬点数が
上昇し齲蝕の重篤度が高いと仮定する．
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データの分布

子ども，被保険者，配偶者の診療報酬点数には正の相関が認められる．こ
のとき配偶者は専業主婦のみ（被保険者でなく被扶養者のみを抽出）とする．
→子の歯の重篤度は被保険者および配偶者である親の歯の重篤度に影響して
いる可能性が高い．

子ども（対数）

被保険（対数）

配偶者（対数）
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5 10 15

5

10

15

5 10 15

5

10

15

5 10 15

診療報酬点数

データの分布
歯科受診している子ども，被保険者，配偶者の診療報酬点数には就学別に正
の相関が認められる．

子ども（対数）

被保険者（対数）

配偶者（対数）
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診療報酬点数（中学校）
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診療報酬点数（高校）

子ども（対数）

被保険者（対数）

配偶者（対数）
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診療報酬点数（就学前）

子ども（対数）

被保険者（対数）

配偶者（対数）

5
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5

10

15

5 10 15

5

10

15

5 10 15

診療報酬点数（小学校）

全標本数 就学前 小学校 中学校 高校
被保険者 0.0787 0.0699 0.084 0.0983 0.0643
配偶者 0.1542 0.1439 0.1646 0.1683 0.1432
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モデル式

被保険者および配偶者の健康水準の低下を通じて，
被扶養者である子の健康水準に影響を与えているかを(１)式で推定を行う．

左辺の被説明変数は子の診療報酬点数とする．
右辺の説明変数には
被扶養者および配偶者の診療報酬点数のベクトル，
個人属性（被保険者の年齢・配偶者の年齢・居住地）のベクトル
就業要因（業種・地域・事業所規模・標準報酬)のベクトルとする．
添え字iは個人を示している．

変数
被説明変数
【子の診療報酬点数】＝「子の歯科レセプトデータ診療報酬点数（点）」

説明変数
（疾患重篤度要因）
【被保険者の診療報酬点数】＝「被保険者の歯科レセプトデータ診療報酬点数（点）」
【配偶者の診療報酬点数】＝「配偶者の歯科レセプトデータ診療報酬点数（点）」

（年齢要因）
【被保険者の年齢】＝「被保険者の年齢（歳）」
【配偶者の年齢】＝「配偶者の年齢（歳）」
【居住地ダミー】
「神戸」「阪神南」「阪神北」等の11地域ダミー

（就業要因）
【業種ダミー】
「農林水産業」「鉱業・採石行・砂利採取業」「建設業」等の18業種ダミー
【標準報酬ダミー】
「10.0未満万円」「10.0～19.9万円」「20.0～29.9万円」等の10所得階層ダミー
【事業所規模ダミー】
「事業所規模1人」「事業所規模2～4人」等の７事業規模ダミー

207



10

度数 最小値 最大値 合計 平均値 標準偏差
子ども診療報酬 99067 1.62 5.45 319560.51 3.2257 .38388
被保険者診療報酬 78940 1.62 5.56 271234.80 3.4360 .39993
配偶者診療報酬 95850 1.62 5.43 326843.40 3.4099 .38791
年齢_被保険者 220588 18 75 8946428 40.56 7.387
年齢 _配偶者 220588 16 71 8491874 38.50 6.598
農林水産業ダミー 220588 0.00 1.00 1180.00 .0053 .07294
鉱業・採石行・砂利採取業ダミー 220588 0.00 1.00 276.00 .0013 .03535
建設業ダミー 220588 0.00 1.00 28191.00 .1278 .33387
電気・ガス熱供給・水道業ダミー 220588 0.00 1.00 60566.00 .2746 .44630
情報通信業ダミー 220588 0.00 1.00 788.00 .0036 .05966
製造業ダミー 220588 0.00 1.00 3542.00 .0161 .12570
運輸業・郵便業ダミー 220588 0.00 1.00 21893.00 .0992 .29900
卸売業・郵便業ダミー 220588 0.00 1.00 37777.00 .1713 .37673
金融業・保険業ダミー 220588 0.00 1.00 1604.00 .0073 .08496
不動産業・物品賃貸業ダミー 220588 0.00 1.00 5705.00 .0259 .15873
学術研究・専門技術サービス業ダミー 220588 0.00 1.00 6767.00 .0307 .17244
宿泊業・飲食サービス業ダミー 220588 0.00 1.00 6001.00 .0272 .16268
生活関連サービス業・娯楽業ダミー 220588 0.00 1.00 5548.00 .0252 .15658
教育・学習支援業ダミー 220588 0.00 1.00 1931.00 .0088 .09315
医療福祉ダミー 220588 0.00 1.00 15393.00 .0698 .25478
複合サービス業ダミー 220588 0.00 1.00 2341.00 .0106 .10247
サービス業ダミー 220588 0.00 1.00 16638.00 .0754 .26408
公務ダミー 220588 0.00 1.00 488.00 .0022 .04698
神戸ダミー 220588 0.00 1.00 45572.00 .2066 .40486
阪神南ダミー 220588 0.00 1.00 21332.00 .0967 .29556
阪神北ダミー 220588 0.00 1.00 14428.00 .0654 .24724
丹波ダミー 220588 0.00 1.00 4219.00 .0191 .13697
北播磨ダミー 220588 0.00 1.00 12500.00 .0567 .23121
東播磨ダミー 220588 0.00 1.00 28732.00 .1303 .33658
中播磨ダミー 220588 0.00 1.00 26555.00 .1204 .32541
西播磨ダミー 220588 0.00 1.00 12869.00 .0583 .23438
但馬ダミー 220588 0.00 1.00 7322.00 .0332 .17914
淡路ダミー 220588 0.00 1.00 5507.00 .0250 .15602
県外ダミー 220588 0.00 1.00 41055.00 .1861 .38920
10.0未満万円ダミー 220588 0.00 1.00 3420.00 .0155 .12355
10.0～19.9万円ダミー 220588 0.00 1.00 18041.00 .0818 .27404
20.0～29.9万円ダミー 220588 0.00 1.00 62478.00 .2832 .45057
30.0～39.9万円ダミー 220588 0.00 1.00 68556.00 .3108 .46282
40.0～49.9万円ダミー 220588 0.00 1.00 48178.00 .2184 .41317
50.0～59.9万円ダミー 220588 0.00 1.00 10589.00 .0480 .21377
60.0～69.9万円ダミー 220588 0.00 1.00 3757.00 .0170 .12939
70.0～79.9万円ダミー 220588 0.00 1.00 3204.00 .0145 .11964
80.0～89.9万円ダミー 220588 0.00 1.00 1160.00 .0053 .07233
90万円以上ダミー 220588 0.00 1.00 1205.00 .0055 .07371
事業所規模1人ダミー 220588 0.00 1.00 4770.00 .0216 .14545
事業所規模2～4人ダミー 220588 0.00 1.00 16146.00 .0732 .26046
事業所規模5～9人ダミー 220588 0.00 1.00 22875.00 .1037 .30487
事業所規模10～29人ダミー 220588 0.00 1.00 46273.00 .2098 .40715
事業所規模30～49人ダミー 220588 0.00 1.00 21122.00 .0958 .29425
事業所規模50～99人ダミー 220588 0.00 1.00 28751.00 .1303 .33668
事業所規模100人以上ダミー 220588 0.00 1.00 80651.00 .3656 .48160
就学前ダミー 220588 0.00 1.00 87959.00 .3987 .48964
小学校ダミー 220588 0.00 1.00 70981.00 .3218 .46716
中学校ダミー 220588 0.00 1.00 32732.00 .1484 .35548
高校ダミー 220588 0.00 1.00 28916.00 .1311 .33750

記述統計

Model１ 変数 係数 標準誤差
定数項 2.430 .039 ***
診療報酬点数 被保険者 .067 .006 ***

配偶者 .145 .006 ***
年齢 被保険者 .000 .001

配偶者 .002 .001 ***
居住地 阪神南ダミー .032 .009 ***
（神戸） 阪神北ダミー .050 .010 ***

丹波ダミー .051 .019 ***
北播磨ダミー .055 .011 ***
東播磨ダミー .061 .008 ***
中播磨ダミー .030 .009
西播磨ダミー .043 .012 ***
但馬ダミー .050 .017 ***
淡路ダミー -.012 .017
県外ダミー .059 .008 ***

業種 農業林業漁業ダミー -.027 .034
（製造業） 鉱業・採石行・砂利採取業ダミー .035 .064

建設業ダミー .002 .009
電気・ガス熱供給・水道業ダミー .015 .042
情報通信業ダミー -.039 .018 **

運輸業・郵便業ダミー .004 .009
卸売業・郵便業ダミー -.009 .007
金融業・保険業ダミー -.033 .025
不動産業・物品賃貸業ダミー -.001 .015
学術研究・専門技術サービス業ダミー -.026 .014
宿泊業・飲食サービス業ダミー .003 .017
生活関連サービス業・娯楽業ダミー -.022 .017
教育・学習支援業ダミー -.005 .025
医療福祉ダミー -.021 .010 **

複合サービス業ダミー -.009 .024
サービス業ダミー .004 .010
公務ダミー .022 .045

標準報酬 10.0～19.9万円ダミー -.030 .020 ***
（10.0未満万円） 20.0～29.9万円ダミー -.032 .019 ***

30.0～39.9万円ダミー -.015 .019
40.0～49.9万円ダミー -.013 .019
50.0～59.9万円ダミー -.024 .020
60.0～69.9万円ダミー -.034 .024
70.0～79.9万円ダミー .002 .024
80.0～89.9万円ダミー -.015 .033
90万円以上ダミー .013 .031

事業所規模 事業所規模1人ダミー .008 .017
（規模90人以上） 事業所規模2～4人ダミー .012 .017

事業所規模5～9人ダミー -.001 .016
事業所規模10～29人ダミー -.019 .017
事業所規模30～49人ダミー -.014 .017
事業所規模50～99人ダミー -.017 .016

サンプルサイズ 24004
調整済み決定係数 .035
Durbin-Watson 1.763
F検定 20.060 ***

推定結果：
全標本数

（推定結果と解釈）
〇歯科受診している被保険者および配偶
者の診療報酬点数が高ければ，子どもの
診療報酬点数が高い．
→親の歯の重篤度が高いほど，子の歯の
重篤度が高い．

〇係数値は被保険者よりも配偶者のほう
が大きい．
→ここで配偶者は専業主婦としている．被
保険者よりも子に関わる時間が長いこと
で，配偶者の方が影響が強い可能性があ
る．

（政策インプリケーション）
親の齲蝕への介入によって子の齲蝕の改
善を進めていく．
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推定結果２：
就学別検証
（推定結果と解釈）
〇就学前，小学校，中学校，高校で共通し
て，被保険者および配偶者の診療報酬点
数が高ければ，子どもの診療報酬点数が
高い．
→子の年齢に関わらず，親の齲蝕の重篤
度が高ければ子の齲蝕の重篤度が高い．

〇係数値は就学前，小学校，中学校，高
校で共通して被保険者よりも配偶者のほう
が大きい．
→子の年齢に関わらず，被保険者よりも配
偶者のほうが影響が強い可能性が高い．

就学前 変数 係数 標準誤差
定数項 2.090 .082 ***
診療報酬点数 被保険者点数 .057 .012 ***

配偶者点数 .160 .013 ***
小学校

定数項 2.694 .058 ***
診療報酬点数 被保険者点数 .079 .009 ***

配偶者点数 .139 .009 ***

中学校
定数項 2.375 .104 ***
診療報酬点数 被保険者点数 .074 .015 ***

配偶者点数 .144 .016 ***
高校

定数項 2.545 .128 ***
診療報酬点数 被保険者点数 .052 .019 ***

配偶者点数 .135 .019 ***

Model２ 変数 係数 標準誤差 Model３ 変数 係数 標準誤差 Model４ 変数 係数 標準誤差 Model５ 変数 係数 標準誤差
定数項 2.090 .082 *** 定数項 2.694 .058 *** 定数項 2.375 .104 *** 定数項 2.545 .128 ***
診療報酬点数 被保険者 .057 .012 *** 診療報酬点数 被保険者 .079 .009 *** 診療報酬点数 被保険者 .074 .015 *** 診療報酬点数 被保険者 .052 .019 ***

配偶者 .160 .013 *** 配偶者 .139 .009 *** 配偶者 .144 .016 *** 配偶者 .135 .019 ***
年齢 被保険者 .002 .001 年齢 被保険者 -.001 .001 年齢 被保険者 .001 .002 年齢 被保険者 .000 .002

配偶者 .007 .001 *** 配偶者 -.002 .001 *** 配偶者 .001 .002 *** 配偶者 .001 .002
居住地 阪神南ダミー .053 .017 *** 居住地 阪神南ダミー .027 .013 *** 居住地 阪神南ダミー .014 .023 居住地 阪神南ダミー .022 .029
（神戸） 阪神北ダミー .072 .020 *** （神戸） 阪神北ダミー .049 .014 *** （神戸） 阪神北ダミー .055 .027 ** （神戸） 阪神北ダミー -.034 .031

丹波ダミー .020 .036 *** 丹波ダミー .059 .026 丹波ダミー .085 .053 丹波ダミー .052 .055 **
北播磨ダミー .103 .022 *** 北播磨ダミー .042 .015 *** 北播磨ダミー .077 .026 *** 北播磨ダミー -.066 .033
東播磨ダミー .087 .016 *** 東播磨ダミー .057 .012 *** 東播磨ダミー .046 .021 ** 東播磨ダミー .035 .025
中播磨ダミー .071 .018 *** 中播磨ダミー .018 .012 *** 中播磨ダミー -.010 .022 中播磨ダミー .007 .027
西播磨ダミー .085 .024 *** 西播磨ダミー .023 .016 *** 西播磨ダミー .044 .029 西播磨ダミー -.002 .036
但馬ダミー .087 .034 *** 但馬ダミー .019 .023 ** 但馬ダミー .043 .040 但馬ダミー .066 .050
淡路ダミー .014 .034 淡路ダミー -.034 .024 淡路ダミー -.060 .040 淡路ダミー .044 .044
県外ダミー .089 .015 *** 県外ダミー .064 .011 *** 県外ダミー .026 .020 県外ダミー -.008 .025

業種 農業林業漁業ダミー -.042 .069 業種 農業林業漁業ダミー -.016 .051 業種 農業林業漁業ダミー -.068 .071 業種 鉱業・採石行・砂利採取業ダミー .119 .108
（製造業） 鉱業・採石行・砂利採取業ダミー .034 .169 （製造業） 鉱業・採石行・砂利採取業ダミー .018 .088 （製造業） 鉱業・採石行・砂利採取業ダミー .024 .130 （製造業） 建設業ダミー .126 .152

建設業ダミー .027 .018 建設業ダミー -.021 .012 * 建設業ダミー .012 .021 電気・ガス熱供給・水道業ダミー .012 .026
電気・ガス熱供給・水道業ダミー .040 .084 電気・ガス熱供給・水道業ダミー .065 .057 電気・ガス熱供給・水道業ダミー -.131 .109 情報通信業ダミー -.056 .118
情報通信業ダミー -.020 .033 情報通信業ダミー -.054 .028 ** 情報通信業ダミー -.040 .050 製造業ダミー -.008 .057
運輸業・郵便業ダミー .031 .018 * 運輸業・郵便業ダミー -.034 .013 ** 運輸業・郵便業ダミー .040 .022 * 運輸業・郵便業ダミー .016 .028
卸売業・郵便業ダミー .005 .014 卸売業・郵便業ダミー -.027 .010 ** 卸売業・郵便業ダミー -.003 .018 卸売業・郵便業ダミー .011 .022
金融業・保険業ダミー -.078 .051 金融業・保険業ダミー .007 .036 金融業・保険業ダミー -.044 .056 金融業・保険業ダミー -.002 .063
不動産業・物品賃貸業ダミー -.010 .030 不動産業・物品賃貸業ダミー .002 .021 不動産業・物品賃貸業ダミー -.008 .039 不動産業・物品賃貸業ダミー .028 .047
学術研究・専門技術サービス業ダミー -.045 .027 * 学術研究・専門技術サービス業ダミー .000 .020 学術研究・専門技術サービス業ダ -.029 .034 学術研究・専門技術サービス業ダミー -.031 .044
宿泊業・飲食サービス業ダミー .049 .030 * 宿泊業・飲食サービス業ダミー -.019 .024 宿泊業・飲食サービス業ダミー -.052 .043 宿泊業・飲食サービス業ダミー .055 .058
生活関連サービス業・娯楽業ダミー .032 .033 生活関連サービス業・娯楽業ダミー -.053 .024 ** 生活関連サービス業・娯楽業ダミー -.031 .044 生活関連サービス業・娯楽業ダミー -.053 .052
教育・学習支援業ダミー .017 .045 教育・学習支援業ダミー .000 .037 教育・学習支援業ダミー -.069 .063 教育・学習支援業ダミー -.019 .069
医療福祉ダミー -.017 .018 医療福祉ダミー -.029 .014 ** 医療福祉ダミー -.018 .027 医療福祉ダミー .004 .034
複合サービス業ダミー .026 .045 複合サービス業ダミー -.049 .034 複合サービス業ダミー .010 .070 複合サービス業ダミー -.002 .063
サービス業ダミー .008 .020 サービス業ダミー -.010 .014 サービス業ダミー .028 .026 サービス業ダミー -.009 .029
公務ダミー -.014 .086 公務ダミー -.055 .070 公務ダミー .179 .130 公務ダミー .152 .101

標準報酬 10.0～19.9万円ダミー -.006 .041 標準報酬 10.0～19.9万円ダミー -.030 .029 標準報酬 10.0～19.9万円ダミー -.029 .047 標準報酬 10.0～19.9万円ダミー -.046 .051
（10.0未満万円） 20.0～29.9万円ダミー -.001 .039 * （10.0未満万円） 20.0～29.9万円ダミー -.029 .027 （10.0未満万円） 20.0～29.9万円ダミー -.037 .045 （10.0未満万円） 20.0～29.9万円ダミー -.056 .050

30.0～39.9万円ダミー .018 .039 30.0～39.9万円ダミー -.030 .027 30.0～39.9万円ダミー -.016 .045 30.0～39.9万円ダミー -.033 .050
40.0～49.9万円ダミー .046 .039 40.0～49.9万円ダミー -.038 .027 40.0～49.9万円ダミー -.036 .044 40.0～49.9万円ダミー -.046 .050
50.0～59.9万円ダミー .044 .043 50.0～59.9万円ダミー -.033 .029 50.0～59.9万円ダミー -.063 .047 50.0～59.9万円ダミー -.049 .053
60.0～69.9万円ダミー -.042 .051 60.0～69.9万円ダミー -.039 .034 60.0～69.9万円ダミー -.020 .055 60.0～69.9万円ダミー -.039 .062
70.0～79.9万円ダミー .048 .052 70.0～79.9万円ダミー -.033 .034 70.0～79.9万円ダミー .024 .058 70.0～79.9万円ダミー -.007 .064
80.0～89.9万円ダミー .027 .080 80.0～89.9万円ダミー -.020 .046 80.0～89.9万円ダミー -.002 .071 80.0～89.9万円ダミー -.064 .077
90万円以上ダミー .151 .067 90万円以上ダミー -.016 .045 ** 90万円以上ダミー -.017 .072 90万円以上ダミー -.079 .077

事業所規模 事業所規模1人ダミー .007 .039 事業所規模 事業所規模1人ダミー -.013 .024 事業所規模 事業所規模1人ダミー -.003 .037 事業所規模 事業所規模1人ダミー .049 .043
（規模90人以上） 事業所規模2～4人ダミー .007 .039 （規模90人以上） 事業所規模2～4人ダミー -.002 .024 （規模90人以上） 事業所規模2～4人ダミー -.018 .037 （規模90人以上） 事業所規模2～4人ダミー .053 .043

事業所規模5～9人ダミー -.024 .038 事業所規模5～9人ダミー .005 .023 事業所規模5～9人ダミー -.044 .035 事業所規模5～9人ダミー .057 .039
事業所規模10～29人ダミー -.040 .040 事業所規模10～29人ダミー -.012 .025 事業所規模10～29人ダミー -.060 .038 事業所規模10～29人ダミー .046 .043
事業所規模30～49人ダミー -.038 .039 事業所規模30～49人ダミー -.017 .024 事業所規模30～49人ダミー -.021 .038 事業所規模30～49人ダミー .045 .042
事業所規模50～99人ダミー -.040 .038 事業所規模50～99人ダミー -.021 .023 事業所規模50～99人ダミー -.038 .035 事業所規模50～99人ダミー .049 .039

サンプルサイズ 7878 サンプルサイズ 10328 サンプルサイズ 3225 サンプルサイズ 2573
調整済み決定係数 .046 調整済み決定係数 .039 調整済み決定係数 .043 調整済み決定係数 .020
Durbin-Watson 1.804 Durbin-Watson 1.854 Durbin-Watson 2.010 Durbin-Watson 2.023
F検定 9.340 *** F検定 10.181 *** F検定 4.120 *** F検定 2.140 ***
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結論
第1の仮説：被保険者の経済状況が子の歯科受診を抑制させているかを検証

厳しい経済状況に陥っている親は，歯科受診が必要であるにも関わらず，子の
歯科受診が充分に行われず，子の貧困を招いていることが示唆される結果が得
られた．

第２の仮説：診療報酬点数の高い被保険者・配偶者を親に持つ子であるほど診
療報酬点数が上昇しているかを検証

診療報酬点数が高い齲蝕の重篤度が高い被保険者・配偶者であるほど，子ど
もの診療報酬点数が上昇し，齲蝕の重篤度が高いことが検出された．親の低い
健康水準が，子の健康水準を低下させている可能性がある．

したがって第1の仮説の貧困の連鎖ならびに第2の仮説の健康の連鎖が中小企
業の被保険者および配偶者と子の間で生じていることが考えられる．

（補足）
夫婦の貧困の連鎖

（留意点）
・ICD10コードで早産（O60）は平成25年度で24件であるため，統計的検証が難しいため，早
産を含む分娩の合併症（０60‐O75）を用いる．
・対象は16歳未満を除き被扶養者のみを採用する．

・コントロール変数には正常分娩を抽出することは難しく（レセプトデータは保険適用の異常
分娩のみ），それぞれの該当年齢の被扶養者（16歳以上50歳未満）を用いる．
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年齢階級別標準報
酬別被扶養者数

年齢階級別では29歳以
下が最も多く87.993人
（40.2%）で，次いで40歳
以上の65,722人(30.0%）
が続く．

年齢階級別標準報酬別，
200～299千円の63,394
人(29.0%)標準報酬が最
も多く，ついで300～399
千円58,039人(26.5%)が
続く．
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年齢階級別標準報酬
別分娩合併症割合

年齢階級別割合では30‐39

歳が最も多く，次いで29歳

以下である．

標準報酬別割合は200

～299千円と800～899千

円を底部とする上に凸

放物線を描いている．
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標準報酬

（％）

（千円）

分娩合併症割合＝

分娩合併件数／被扶養者数＊100

分娩合併症の有無と
標準報酬月額平均

被扶養者が分娩合併症の被保険者の標準報酬月額平均は，被扶養者が分娩合併症
でない被保険者の標準報酬月額平均は総じて統計的に有意に下回っている．

29歳以下および40歳以上で被扶養者が分娩合併症の被保険者の標準報酬月額平均

は，被扶養者が分娩合併症がない被保険者の標準報酬月額平均よりも統計的に有意
に下回っている．

標本数 平均 標準偏差 F値 有意確率

分娩合併症なし 217917 343.38 143.418

分娩合併症あり 1025 325.78 123.483

標本数 平均 標準偏差 F値 有意確率

分娩合併症なし 87606 329.87 152.611

分娩合併症あり 387 295.05 108.036

標本数 平均 標準偏差 F値 有意確率

分娩合併症なし 64660 334.98 123.523

分娩合併症あり 567 344.07 130.292

標本数 平均 標準偏差 F値 有意確率

分娩合併症なし 65651 369.67 145.480

分娩合併症あり 71 347.24 114.162

40歳以上

標準報酬月額
2.735 .098

29歳以下

標準報酬月額
81.200 .000

30歳～39歳以下

標準報酬月額
.068 .795

標準報酬月額
56.960 .000

212



15

度数 平均値 標準 偏差 最小値 最大値
分娩合併症診療報酬点数 1025 15676.4746 24534.26786 7.00 301450.00
被扶養者年齢 1025 31.36 5.467 16 47
被保険者年齢 1025 33.77 6.645 19 65
農林水産業ダミー 1025 .0098 .09834 0.00 1.00
鉱業・採石行・砂利採取業ダミー 1025 0.0000 0.00000 0.00 0.00
建設業ダミー 1025 .1141 .31814 0.00 1.00
電気・ガス熱供給・水道業ダミー 1025 .2663 .44226 0.00 1.00
情報通信業ダミー 1025 .0049 .06971 0.00 1.00
製造業ダミー 1025 .0146 .12014 0.00 1.00
運輸業・郵便業ダミー 1025 .0771 .26684 0.00 1.00
卸売業・郵便業ダミー 1025 .1698 .37560 0.00 1.00
金融業・保険業ダミー 1025 .0068 .08240 0.00 1.00
不動産業・物品賃貸業ダミー 1025 .0254 .15731 0.00 1.00
学術研究・専門技術サービス業ダ 1025 .0410 .19833 0.00 1.00
宿泊業・飲食サービス業ダミー 1025 .0390 .19375 0.00 1.00
生活関連サービス業・娯楽業ダミー 1025 .0263 .16023 0.00 1.00
教育・学習支援業ダミー 1025 .0146 .12014 0.00 1.00
医療福祉ダミー 1025 .0966 .29554 0.00 1.00
複合サービス業ダミー 1025 .0029 .05405 0.00 1.00
サービス業ダミー 1025 .0732 .26054 0.00 1.00
公務ダミー 1025 .0049 .06971 0.00 1.00
神戸ダミー 1025 .2176 .41279 0.00 1.00
阪神南ダミー 1025 .0937 .29150 0.00 1.00
阪神北ダミー 1025 .0498 .21755 0.00 1.00
丹波ダミー 1025 .0176 .13141 0.00 1.00
北播磨ダミー 1025 .0468 .21138 0.00 1.00
東播磨ダミー 1025 .0966 .29554 0.00 1.00
中播磨ダミー 1025 .1180 .32282 0.00 1.00
西播磨ダミー 1025 .0380 .19141 0.00 1.00
但馬ダミー 1025 .0380 .19141 0.00 1.00
淡路ダミー 1025 .0263 .16023 0.00 1.00
県外ダミー 1025 .2556 .43642 0.00 1.00
10.0未満万円ダミー 1025 .0078 .08804 0.00 1.00
10.0～19.9万円ダミー 1025 .0976 .29686 0.00 1.00
20.0～29.9万円ダミー 1025 .4078 .49167 0.00 1.00
30.0～39.9万円ダミー 1025 .3044 .46037 0.00 1.00
40.0～49.9万円ダミー 1025 .1307 .33727 0.00 1.00
50.0～59.9万円ダミー 1025 .0146 .12014 0.00 1.00
60.0～69.9万円ダミー 1025 .0127 .11196 0.00 1.00
70.0～79.9万円ダミー 1025 .0117 .10762 0.00 1.00
80.0～89.9万円ダミー 1025 .0078 .08804 0.00 1.00
90万円以上ダミー 1025 .0049 .06971 0.00 1.00
事業所規模1人ダミー 1025 .0098 .09834 0.00 1.00
事業所規模2～4人ダミー 1025 .0673 .25069 0.00 1.00
事業所規模5～9人ダミー 1025 .0937 .29150 0.00 1.00
事業所規模10～29人ダミー 1025 .1951 .39649 0.00 1.00
事業所規模30～49人ダミー 1025 .1083 .31090 0.00 1.00
事業所規模50～99人ダミー 1025 .1385 .34563 0.00 1.00
事業所規模100人以上ダミー 1025 .3873 .48737 0.00 1.00

記述統計

全標本数 変数 係数 標準誤差
定数項 -11357.644 12980.441

年齢 年齢_被扶養者 585.294 178.813 ***

年齢 _被保険者 54.541 146.088

業種 農業林業漁業ダミー -3713.502 7981.318

（製造業） 建設業ダミー -1521.874 2857.900

電気・ガス熱供給・水道業ダミー -5362.401 11170.085

情報通信業ダミー 8714.915 6581.257

運輸業・郵便業ダミー 2034.781 3137.997

卸売業・郵便業ダミー -966.939 2400.915

金融業・保険業ダミー -9219.982 9376.184

不動産業・物品賃貸業ダミー -931.885 5133.566

学術研究・専門技術サービス業ダミー -449.164 4086.117

宿泊業・飲食サービス業ダミー -4137.999 4225.176

生活関連サービス業・娯楽業ダミー -7196.975 4970.384

教育・学習支援業ダミー -4524.845 6522.536

医療福祉ダミー -702.643 2904.439

複合サービス業ダミー -3442.588 14255.669
サービス業ダミー -3054.246 3237.459
公務ダミー -3586.781 11028.524

居住地 阪神南ダミー -1296.028 3023.453
（神戸） 阪神北ダミー -2541.534 3845.130

丹波ダミー -14511.331 6025.516 **

北播磨ダミー -10967.737 3925.298 ***

東播磨ダミー -146.455 2992.745

中播磨ダミー -6044.849 2820.367 **

西播磨ダミー -2472.083 4287.958

但馬ダミー -15109.361 4378.931 ***

淡路ダミー 2346.516 5026.442

県外ダミー -4935.358 2321.904 **

標準報酬 10.0～19.9万円ダミー 2381.497 9255.026

（10.0未満万円） 20.0～29.9万円ダミー 4172.155 9119.422

30.0～39.9万円ダミー 3204.108 9145.280

40.0～49.9万円ダミー -382.242 9255.600

50.0～59.9万円ダミー -1190.996 10995.607

60.0～69.9万円ダミー -5005.373 11329.680

70.0～79.9万円ダミー -2126.856 11378.548

80.0～89.9万円ダミー -6515.846 12510.987

90万円以上ダミー 704.736 14275.307

事業所規模 事業所規模1人ダミー 5755.300 8427.271

（規模90人以上） 事業所規模2～4人ダミー 7409.124 8376.713

事業所規模5～9人ダミー 10334.616 8212.724

事業所規模10～29人ダミー 6888.351 8352.483

事業所規模30～49人ダミー 10389.254 8309.504

事業所規模50～99人ダミー 8822.628 8145.251

推定結果
分娩合併症の重篤度に
有意な影響を与えるの
は，被扶養者の年齢と
居住地である．
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1. Housing market context (HM)   
      HM1.1 Housing stock and construction  
      HM1.2 Housing prices  
      HM1.3 Housing tenures  
      HM1.4 Living arrangements by age groups  
 

 2. Housing conditions (HC)  
 Housing affordability  
     HC1.1 Housing related expenditure of households  
     HC1.2 Housing costs over income  
     HC1.3 Ability of households to keep the dwelling warm  
Housing quality  
     HC2.1 Housing space   
     HC2.2 Percentage of households living without indoor flushing toilet  
     HC2.3 Severe housing deprivation  
Homelessness and housing exclusion  
      HC3.1 Homeless population estimates  
      HC3.2 National strategies for combating homelessness  
 

3. Public policies towards affordable housing (PH)  
General overview  
     PH1.1 Policy instruments and level of governance  
     PH1.2 Housing policy objectives and obstacles  
Support for home buyers  
    PH2.1 Public spending on grants and financial support to home buyers  
     PH2.2 Tax relief for home owners  
Housing allowances  
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Social rental housing  
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Rental market regulation  
   PH6.1 Rental regulation  

 

2014  
20  

 
OECD calculations based on  
European Survey on Income and Living Conditions (EU SILC) 2014 except Germany;  
the Household, Income and Labour Dynamics Survey (HILDA) for Australia (2014);  
the Survey of Labour and Income Dynamics (SLID) for Canada (2011);  
Encuesta de Caracterización Socioeconómica Nacional (CASEN) for Chile (2013);  
the German Socioeconomic Panel (GSOEP) for Germany (2014);  
the Korean Housing Survey (2014);  
Encuesta Nacional de Ingresos y Gastos de los Hogares (ENIGH) for Mexico (2014);  
American Community Survey (ACS) for the United States (2014). 

JHPS2014

485.9 415.4

641.7 528.9
313 196
470 336
650 515
880 797

3.08 2.49

2086 50431
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1. Housing market context (HM) HM1.3 Housing tenures 
  

(  
1. Tenants renting at subsidized rent are lumped together with tenants renting at private 
rent in Australia, Canada, Chile, Denmark, Mexico, the Netherlands and the United States, 
and are not capturing the full extent of coverage in Sweden due to data limitations. 

Slovak Republic 81.1% 9.0% 7.8% 0.2% 1.8%
Hungary 73.8% 14.4% 3.9% 3.5% 4.4%
Latv ia 72.5% 7.3% 8.7% 4.4% 7.1%
Poland 71.3% 9.8% 5.1% 1.4% 12.3%
Slovenia 67.3% 8.3% 6.4% 3.8% 14.1%
Estonia 62.6% 14.6% 4.2% 3.9% 14.7%
Czech Republic 62.4% 14.1% 17.8% 1.4% 4.3%
Greece 61.9% 10.2% 21.2% 0.4% 6.3%
Mexico 61.2% 10.5% 13.1% 15.2%
Italy 57.6% 14.2% 14.5% 4.0% 9.6%
Chile 51.3% 13.3% 18.6% 16.8%
Japan 50.2% 30.1% 14.3% 4.4% 1.0%
Spain 49.7% 28.4% 12.4% 2.5% 7.0%
Portugal 43.5% 30.4% 13.0% 4.4% 8.7%
Ireland 41.1% 28.3% 15.2% 12.5% 2.9%
OECD 32 Average 40.5% 25.6% 21.3% 5.7% 5.1%
France 38.7% 22.7% 21.4% 14.1% 3.1%
Korea 37.8% 15.8% 38.4% 5.1% 2.8%
Luxembourg 34.3% 34.7% 24.5% 4.2% 2.3%
Finland 33.8% 32.6% 14.0% 18.5% 1.1%
Belgium 33.0% 33.1% 23.8% 8.5% 1.7%
United Kingdom 32.6% 30.7% 17.3% 18.3% 1.0%
Australia 32.2% 30.7% 31.3% 5.7%
Austria 30.5% 19.2% 30.4% 12.5% 7.4%
Canada 28.8% 40.5% 30.7% 0.0%
Germany 26.0% 19.0% 50.3% 4.4% 0.3%
United States 22.9% 40.3% 34.9% 1.9%
Norway 21.9% 54.5% 13.3% 0.7% 9.5%
Iceland 18.9% 55.1% 14.8% 9.9% 1.4%
Denmark 15.0% 38.9% 46.0% 0.1%
Sweden 9.8% 52.3% 36.9% 0.5% 0.5%
Netherlands 9.2% 47.3% 42.9% 0.6%
Switzerland 5.0% 34.8% 55.1% 3.4% 1.7%

OECD 32 Average 40.5% 25.6% 21.3% 5.7% 5.1%

1. Housing market context (HM) HM1.3 Housing tenures  
5  

bottom quintile 2nd quintile 3rd quintile 4th quintile top quintile
Germany 22.3% 39.5% 48.3% 55.3% 64.8%
Netherlands 26.7% 40.5% 65.8% 77.7% 86.5%
Austria 26.9% 43.1% 53.0% 62.6% 71.0%
Switzerland 31.1% 33.3% 38.4% 43.8% 54.4%
Denmark 33.8% 41.5% 57.4% 70.9% 81.2%
Sweden 33.9% 57.6% 70.3% 76.4% 87.6%
United States 37.0% 56.2% 66.3% 74.8% 82.6%
France 37.1% 54.7% 63.0% 74.2% 82.7%
Belgium 37.4% 60.5% 73.2% 82.5% 89.8%
Luxembourg 38.6% 64.5% 76.2% 79.9% 85.3%
Finland 40.5% 63.7% 73.3% 81.3% 90.2%
Canada 41.1% 62.7% 75.6% 83.2% 89.7%
Norway 45.8% 78.1% 88.2% 91.8% 95.8%
Korea 49.5% 50.9% 52.7% 60.5% 59.0%
United Kingdom 49.8% 49.5% 62.4% 74.7% 85.3%
Australia 51.5% 55.1% 65.3% 69.5% 77.2%
OECD 32 Average 52.1% 63.5% 71.3% 77.0% 82.8%
Iceland 54.6% 70.8% 80.6% 83.7% 90.6%
Italy 55.0% 67.2% 73.4% 79.9% 85.4%
Ireland 56.0% 58.2% 70.1% 82.1% 84.5%
Spain 59.0% 73.9% 81.9% 85.5% 90.4%
Portugal 60.3% 70.2% 74.5% 79.1% 86.8%
Slovenia 60.4% 74.2% 79.2% 82.5% 90.3%
Chile 60.6% 63.8% 66.3% 64.7% 68.3%
Czech Republic 64.0% 77.0% 79.7% 81.9% 85.6%
Greece 66.2% 71.2% 74.5% 72.5% 76.1%
Estonia 67.9% 78.6% 77.0% 82.6% 85.7%
Latv ia 72.0% 77.6% 78.3% 85.8% 90.2%
Poland 72.2% 77.3% 83.0% 85.4% 89.5%
Japan 74.4% 77.1% 82.3% 82.0% 85.9%
Mexico 74.5% 67.3% 68.6% 73.1% 74.4%
Hungary 81.0% 88.7% 89.9% 91.4% 90.2%
Slovak Republic 84.9% 88.7% 92.1% 93.7% 93.9%
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1. Housing market context (HM) HM1.3 Housing tenures  
5 bottom  

Own outright
Owner with

mortgage
Rent (private)

Rent
(subsidized)

Other,
unknown

Slovak Republic 80.9% 3.9% 10.7% 0.4% 4.0%
Mexico 72.2% 2.3% 6.8% 0.0% 18.7%
Latv ia 70.7% 1.3% 10.1% 7.7% 10.3%
Hungary 70.1% 11.0% 4.5% 7.4% 7.1%
Poland 68.9% 3.3% 5.9% 1.9% 20.0%
Estonia 63.7% 4.2% 3.4% 4.4% 24.3%
Greece 59.2% 7.0% 24.3% 0.7% 8.8%
Czech Republic 58.0% 5.9% 25.6% 2.6% 7.9%
Slovenia 56.8% 3.6% 12.0% 7.3% 20.3%
Japan 54.6% 19.8% 18.1% 6.3% 1.2%
Chile 50.6% 10.0% 16.0% 0.0% 23.4%
Italy 48.9% 6.1% 21.7% 6.6% 16.7%
Portugal 45.1% 15.2% 16.1% 8.8% 14.8%
Ireland 43.6% 12.4% 14.8% 25.1% 4.0%
Korea 42.9% 6.6% 36.8% 9.1% 4.7%
Australia 41.4% 10.2% 40.4% 0.0% 8.1%
OECD 32 average 39.7% 12.3% 31.7% 7.9% 8.3%
Spain 36.9% 22.1% 23.8% 5.1% 12.1%
United Kingdom 35.4% 14.4% 19.5% 28.8% 1.8%
Finland 32.2% 8.3% 22.7% 34.5% 2.3%
France 28.3% 8.8% 37.1% 21.7% 4.1%
Belgium 27.5% 9.9% 39.4% 19.8% 3.4%
Canada 22.1% 19.0% 58.9% 0.0% 0.0%
United States 21.4% 15.6% 59.0% 0.0% 4.0%
Norway 21.0% 24.8% 32.7% 1.9% 19.7%
Austria 20.2% 6.7% 46.1% 16.0% 11.0%
Luxembourg 18.8% 19.9% 50.4% 7.3% 3.7%
Denmark 18.8% 15.0% 66.2% 0.0% 0.0%
Iceland 17.5% 37.1% 24.0% 18.0% 3.5%
Germany 16.9% 5.4% 71.9% 5.3% 0.4%
Netherlands 10.4% 16.2% 72.4% 0.0% 0.9%
Sweden 9.9% 24.0% 63.4% 1.5% 1.2%
Switzerland 7.2% 23.9% 59.7% 4.8% 4.5%

 2. Housing conditions (HC)  
HC1.2 Housing costs over income  

 Owner with mortgage Rent (private an
Norway 20.10% 32.09%
Finland 15.02% 30.10%
Czech Republic 9.27% 29.56%
Sweden 8.41% 28.96%
Netherlands 19.46% 28.82%
Greece 22.20% 28.57%
United Kingdom 17.27% 28.42%
Iceland .. 28.03%
Denmark .. 27.84%
Spain 19.81% 27.78%
Belgium 18.16% 26.76%
Chile 20.00% 26.67%
Luxembourg 27.15% 26.37%
United States 15.90% 25.38%
Canada 16.58% 24.96%
Australia 21.71% 24.65%
Switzerland 12.54% 23.36%
Cyprus 24.11% 22.80%
France 28.52% 22.28%
Italy 19.93% 21.66%
Germany 19.09% 19.96%
Mexico 17.11% 19.06%
Japan 22.00% 18.95%
Austria 11.88% 18.86%
Portugal 18.10% 18.08%
Poland 16.46% 18.04%
Croatia 23.69% 17.69%
Ireland 22.12% 16.82%
Estonia 13.41% 16.81%
Romania .. 16.65%
Hungary 20.05% 15.91%
Bulgaria 19.80% 15.58%
Slovenia 18.38% 15.27%
Slovak Republic 16.70% 12.59%
Lithuania 5.72% 8.58%
Latvia 16.79% 6.44%
Malta 15.08% 1.99%
Korea 10.00% ..

218



 2. Housing conditions (HC)  
HC1.2 Housing costs over income  

 Rent (private) Rent (subsidized) Owner with mortgage
Croatia 69.15% 7.47% 36.56%
Chile 69.10% .. 65.43%
Greece 68.61% .. 54.24%
Spain 63.93% 18.45% 55.65%
United Kingdom 59.20% 33.68% 32.93%
United States 59.17% .. 54.98%
Portugal 52.72% 2.91% 55.28%
Belgium 47.65% 7.61% 33.88%
Iceland 46.99% 36.82% ..
Czech Republic 46.86% 10.10% 10.74%
Finland 45.31% 37.93% 6.67%
Denmark 44.55% .. ..
Canada 43.45% .. 47.87%
Norway 42.51% 27.44% 22.58%
Sweden 42.11% .. 9.65%
Japan 42.03% .. 63.41%
Italy 38.75% 8.83% 58.43%
Estonia 36.69% 17.03% 62.99%
Malta 35.90% 0.53% 13.58%
Mexico 34.88% .. 60.16%
Ireland 34.06% 5.80% 49.53%
Luxembourg 31.04% 13.59% 28.21%
Netherlands 29.83% .. 16.64%
Poland 29.54% 8.37% 47.21%
Switzerland 29.11% 25.75% 11.98%
Australia 28.80% .. 38.05%
Austria 24.15% 22.19% 29.28%
Hungary 21.99% 5.97% 34.65%
France 21.24% 13.88% 52.30%
Cyprus 20.90% 15.98% 21.17%
Lithuania 15.12% 12.13% 28.86%
Latvia 13.67% 1.66% 44.36%
Germany 13.00% 7.12% 25.89%
Slovenia 11.36% 5.98% 42.25%
Slovak Republic 5.92% .. 33.05%
Korea .. .. 26.61%
Bulgaria .. 1.67% ..

 Housing quality  
     HC2.1 Housing space   

• The indicator follows the EU agreed definition of 
overcrowding (Eurostat, 2016). A household is considered 
overcrowded if it does not have at its disposal a minimum 
number of rooms equal to:   

•  one room for the household;  
• one room per adult couple in the household;  
• one room for each single person aged 18 and over;  
• one room per pair of single persons of the same sex 

between 12 and 17 years of age;  
• one room for each single person between 12 and 17 years 

of age and not included in the previous category;  
• one room per pair of children under 12 years of age.  
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 Housing quality  
     HC2.1 Housing space   

bottom quintile 3rd quintile top quintile

Poland 47.09% 34.68% 25.36%
Mexico 45.43% 37.12% 12.38%
Hungary 44.21% 32.23% 24.21%
Romania 43.14% 38.19% 33.53%
Latvia 35.67% 33.85% 22.99%
Bulgaria 35.21% 33.66% 31.36%
Slovak Republic 32.61% 25.36% 27.82%
Sweden 29.71% 7.91% 2.18%
Greece 27.71% 16.44% 12.38%
Croatia 27.66% 28.37% 30.34%
Italy 26.78% 18.24% 11.79%
Austria 25.27% 8.20% 4.27%
Czech Republic 23.75% 14.18% 9.36%
Lithuania 22.35% 22.94% 16.27%
Luxembourg 19.84% 2.20% 1.14%
Finland 19.81% 6.49% 1.05%
Denmark 16.97% 4.15% 1.56%
Slovenia 16.65% 11.68% 5.18%
Germany 14.79% 3.82% 1.64%
Norway 13.73% 1.78% 0.46%
France 13.71% 5.08% 2.11%
Iceland 11.34% 5.29% 2.41%
Chile 11.04% 10.85% 4.13%
Estonia 9.89% 12.38% 7.09%
Netherlands 9.52% 2.29% 0.66%
Portugal 9.33% 5.12% 2.41%
United Kingdom 8.47% 6.38% 1.94%
United States 7.37% 3.24% 1.22%
Switzerland 7.31% 4.98% 1.23%
Korea 6.10% 5.98% 2.80%
Belgium 5.88% 0.57% 0.13%
Spain 5.85% 2.02% 1.63%
Ireland 3.30% 1.40% 0.96%
Cyprus (a, b) 2.95% 1.41% 1.12%
Malta 2.10% 1.86% 2.40%
Japan 1.77% 0.73% 2.53%

OECD Family Database 
 

• 4 68  
• 1. The structure of families (SF)    
• 2. The labour market position of families 

(LMF)   
• 3. Public policies for families and children (PF) 
• 4. Child outcomes (CO) 
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